
四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

平成２７年３月２６日 
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四日市市規則第１３号 

四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則 

四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（昭和６０年四日市市規則第

６号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（特別の形態によって勤務する必要の

ある職員の週休日及び勤務時間の割り

振りの基準等） 

（特別の形態によって勤務する必要の

ある職員の週休日及び勤務時間の割り

振りの基準等） 

第２条の２ 任命権者は、条例第３条の

３の規定に基づき、職員の週休日（条

例第３条の２第１項に規定する週休日

をいう。以下同じ。）及び勤務時間の

割振りについて別に定める場合には、

４週間ごとの期間についてこれを定

め、当該期間内に８日（条例第３条第

３項に規定する再任用短時間勤務職員

（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。）及び条例第３条第４項に規定す

る地方公共団体の一般職の任期付職員

の採用に関する法律（平成１４年法律

第４８号）第５条の規定により採用さ

れた職員（以下「任期付短時間勤務職

員」という。）にあっては、８日以

上）の週休日を設け、勤務時間を割り

振られた日（以下「勤務日」とい

第２条の２ 任命権者は、条例第３条の

３の規定に基づき、職員の週休日（条

例第３条の２第１項に規定する週休日

をいう。以下同じ。）及び勤務時間の

割振りについて別に定める場合には、

４週間ごとの期間についてこれを定

め、当該期間内に８日（条例第３条第

３項に規定する再任用短時間勤務職員

（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。）にあっては、８日以上）の週休

日を設け、勤務時間を割り振られた日

（以下「勤務日」という。）が引き続

き１２日を超えないようにし、かつ、

１回の勤務に割り振られる勤務時間が

１６時間を超えないようにしなければ

ならない。 



う。）が引き続き１２日を超えないよ

うにし、かつ、１回の勤務に割り振ら

れる勤務時間が１６時間を超えないよ

うにしなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、任命権者

は、職員の職務の特殊性又は当該公署

の特殊の必要により週休日を４週間に

つき８日（再任用短時間勤務職員及び

任期付短時間勤務職員にあっては８日

以上）とすることが困難であると認め

られる職員については、週休日が毎４

週間につき４日以上となるようにする

とともに、勤務日が引き続き１２日を

超えないようにし、かつ、１回の勤務

に割り振られる勤務時間が１６時間を

超えないようにする場合に限り、週休

日及び勤務時間の割振りについて別に

定めることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、任命権者

は、職員の職務の特殊性又は当該公署

の特殊の必要により週休日を４週間に

つき８日（再任用短時間勤務職員にあ

っては８日以上）とすることが困難で

あると認められる職員については、週

休日が毎４週間につき４日以上となる

ようにするとともに、勤務日が引き続

き１２日を超えないようにし、かつ、

１回の勤務に割り振られる勤務時間が

１６時間を超えないようにする場合に

限り、週休日及び勤務時間の割振りに

ついて別に定めることができる。 

  

（年次休暇の日数） （年次休暇の日数） 

第１０条 条例第９条第１項第１号の規

則で定める日数は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

日数（１日未満の端数があるときは、

これを四捨五入して得た日数）とす

る。ただし、その日数が労働基準法

（昭和２２年法律第４９号。以下「労

働基準法」という。）第３９条の規定

により付与すべきものとされている日

数を下回る場合には、同条の規定によ

り付与すべきものとされている日数と

する。 

第１０条 条例第９条第１項第１号の規

則で定める日数は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

日数（１日未満の端数があるときは、

これを四捨五入して得た日数）とす

る。ただし、その日数が労働基準法

（昭和２２年法律第４９号。以下「労

働基準法」という。）第３９条の規定

により付与すべきものとされている日

数を下回る場合には、同条の規定によ

り付与すべきものとされている日数と

する。 



(1) 斉一型短時間勤務職員（再任用短

時間勤務職員（条例第３条第３項に

規定する１週間当たりの勤務時間が

２８時間４５分以上であるものを除

く。）、育児短時間勤務職員等、任

期付短時間勤務職員及び後補充任期

付短時間勤務職員（同条第４項に規

定する１週間当たりの勤務時間が２

８時間４５分以上であるものを除

く。）のうち、１週間ごとの勤務日

の日数及び勤務日ごとの勤務時間の

時間数が同一であるものをいう。）

 ２０日に斉一型短時間勤務職員の

１週間の勤務日の日数を５日で除し

て得た数を乗じて得た日数 

(1) 斉一型短時間勤務職員（再任用短

時間勤務職員（条例第３条第３項に

規定する１週間当たりの勤務時間が

２８時間４５分以上であるものを除

く。）、育児短時間勤務職員等及び

後補充任期付短時間勤務職員（同条

第４項に規定する１週間当たりの勤

務時間が２８時間４５分以上である

ものを除く。）のうち、１週間ごと

の勤務日の日数及び勤務日ごとの勤

務時間の時間数が同一であるものを

いう。） ２０日に斉一型短時間勤

務職員の１週間の勤務日の日数を５

日で除して得た数を乗じて得た日数 

(2) 不斉一型短時間勤務職員（再任用

短時間勤務職員（条例第３条第３項

に規定する１週間当たりの勤務時間

が２８時間４５分以上であるものを

除く。）、育児短時間勤務職員等、

任期付短時間勤務職員及び後補充任

期付短時間勤務職員（同条第４項に

規定する１週間当たりの勤務時間が

２８時間４５分以上であるものを除

く。）のうち、斉一型短時間勤務職

員以外のものをいう。） １５５時

間に条例第３条第２項、第３項又は

第４項に基づき定められた不斉一型

短時間勤務職員の１週間当たりの勤

務時間を３８時間４５分で除して得

た数を乗じて得た時間数を、７時間

４５分を１日として日に換算して得

(2) 不斉一型短時間勤務職員（再任用

短時間勤務職員（条例第３条第３項

に規定する１週間当たりの勤務時間

が２８時間４５分以上であるものを

除く。）、育児短時間勤務職員等及

び後補充任期付短時間勤務職員（同

条第４項に規定する１週間当たりの

勤務時間が２８時間４５分以上であ

るものを除く。）のうち、斉一型短

時間勤務職員以外のものをいう。）

 １５５時間に条例第３条第２項、

第３項又は第４項に基づき定められ

た不斉一型短時間勤務職員の１週間

当たりの勤務時間を３８時間４５分

で除して得た数を乗じて得た時間数

を、７時間４５分を１日として日に

換算して得た日数 



た日数 

(3) 再任用短時間勤務職員のうち条例

第３条第３項に規定する１週間当た

りの勤務時間が２８時間４５分以上

であるもの又は任期付短時間勤務職

員若しくは後補充任期付短時間勤務

職員のうち同条第４項に規定する１

週間当たりの勤務時間が２８時間４

５分以上であるもの ２０日 

(3) 再任用短時間勤務職員のうち条例

第３条第３項に規定する１週間当た

りの勤務時間が２８時間４５分以上

であるもの又は後補充任期付短時間

勤務職員のうち同条第４項に規定す

る１週間当たりの勤務時間が２８時

間４５分以上であるもの ２０日 

  

第１０条の２ 条例第９条第１項第２号

及び第３号の規則で定める日数は、次

の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める日数（再任用短時間勤

務職員、育児短時間勤務職員等、任期

付短時間勤務職員及び後補充任期付短

時間勤務職員にあっては、その者の勤

務時間等を考慮し、任命権者が別に定

める日数）とする。 

第１０条の２ 条例第９条第１項第２号

及び第３号の規則で定める日数は、次

の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める日数（再任用短時間勤

務職員、育児短時間勤務職員等及び後

補充任期付短時間勤務職員にあって

は、その者の勤務時間等を考慮し、任

命権者が別に定める日数）とする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

（総務部人事課） 


